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人権問題に関する府民意識調査(平22)から見えてきた課題、今後の取組みのポイント

１ これまでの人権教育・啓発が成果を上げた面、そうでない面がある
⇒これまでの取組みを踏まえた人権教育・啓発を
２ 身近な人などからのインフォーマルな差別的情報の影響が大きい
⇒インフォーマルな差別的情報の影響を弱める、なくす工夫を
３ 被差別当事者との直接的な関わりが人権意識の高揚に有効である
⇒『交流』『協働』の条件整備を
４ 「同和地区は今でも行政から優遇されている」という意識（『逆差別』意識）が強い
⇒同和問題における『逆差別』意識を払拭する取組みを
１ 講演会や市民の集いなどによる取組みが進められてきたが、参加・体験型の学習について、十分に定着していない。
２ 既存の個別人権課題をテーマとした取組みが進められてきたが、現実に生起している、より身近な人権問題を取り上げた取組みも必要。
３ 情報誌・教育教材等を作成・発行してきたが、より身近な問題を取り上げるなどの工夫が必要。
４ 各種講座の開催により指導者を養成してきたが、その活用が十分に行えていない。
５ 講師リストやイベント情報など情報提供に努めてきたが、よりニーズにあった情報発信の実施に向けた検討が必要。

「大阪府人権尊重の社会づくり条例」（平成10(1998)年11月1日施行）
…すべての人の人権が尊重される社会をめざして、今後の人権施策の枠組みを作り上げることを目的とする
【目的】すべての人の人権が尊重される豊かな社会の実現

「大阪府人権施策推進基本方針」（平成13(2001)年3月策定）
…人権尊重の社会づくり条例に基づき、人権施策を総合的に推進するために必要な事項を定める
【基本理念】○一人ひとりがかけがえのない存在として尊重される差別のない社会の実現
○誰もが個性や能力をいかして自己実現を図ることのできる豊かな人権文化の創造
現計画期間中の動向
【国連】
「人権教育のための国連10年」(平成7(1995)～16(2004)年)の終了を受け、平成17(2005)年からは「人権教育のための世界計画」に基づく取組みが進められている。第1フェーズ(平成17～21(2009)年)では初等中等教育に、第2フェーズ(平成22(2010)年～)では、高等教育及び公務員や法執行者等に焦点を当てた取組みが進められている。
【国内】
「人権教育・啓発に関する基本計画」が平成23(2011)年に一部改訂され、「北朝鮮当局による拉致問題等」が人権課題に追加された。
「犯罪被害者等基本法」、「自殺対策基本法」、「いじめ防止対策推進法」、「子ども貧困対策法」、「障害者差別解消法」など個別法の整備が進められている。





主な取組みと評価
今後の方向性
１ 人権教育のさらなる充実
(1)参加・体験型の学習機会の充実
府民の身近な場所で参加･体験型の学習機会の普及を図る。
(2)研修内容の充実
より身近な人権問題を取り上げるなど、研修の内容を工夫する。

２ 指導者の養成・活用
養成した人材を地域、職域等において活用できる方策を検討する。

３ 人権情報の効果的な提供
受け手のニーズを把握し、効果的な情報提供ができるよう工夫する。
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【位置付け】
１ 「人権教育のための国連10年大阪府後期行動計画」の成果と課題を継承し、国連等の人権教育の動向を踏まえるとともに、「大阪府人権施策推進基本方針」に基づく人権意識の高揚を図るための施策の推進計画
２ 人権教育に関し、府の様々な施策計画に対する上位計画
３ 「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」第5条に基づく、府の人権教育及び人権啓発に関する基本計画


【施策の推進方向】
１ 人権が重視される社会基盤の構築
２ 人権教育の推進
３ 計画の推進体制の整備


【計画期間】
平成17(2005)年度から平成26(2014)年度までの10年間

新計画の方針(案)





【位置付け】
「大阪府人権尊重の社会づくり条例」及び「大阪府人権施策推進基本方針」に基づく人権意識の高揚を図るための施策の総合的な推進計画

「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」第5条に基づく大阪府の人権教育及び人権啓発に関する基本計画としての位置付けも併せ持つ





【施策の推進方向】
１ 人権教育の推進
２ 人権教育に取り組む指導者の養成
３ 府民の主体的な人権教育に関する活動の促進
４ 人権教育に関する情報収集・提供機能の充実


※ 施策の実施状況を踏まえながら、3年ごとに見直しを行う。

